○大村市住宅性能向上リフォーム支援事業費補助金交付要綱
平成２５年７月１６日
告示第１９６号
改正　平成２６年５月２０日告示第１５３号
平成２７年６月２９日告示第１２３号
令和２年５月１日告示第９４号の３
（趣旨）
第１条　市は、良質な住宅ストックの形成を図るため、予算の定めるところにより住宅の性能の向上を伴う改修工事を行う者に対し、大村市住宅性能向上リフォーム支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大村市補助金等交付規則（昭和４２年大村市規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。
（補助の対象及び補助額）
第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する住宅の改修工事を行う者とする。
(1)　市内に存する住宅であって、補助対象者が所有しているものであること。
(2)　補助対象者が居住している住宅（補助金の交付の申請をする時点では居住していないが、第５条第１項に規定する実績報告書を提出する時点で居住していることが確実であると市長が認める住宅を含む。）であること。
(3)　次のいずれかに該当する住宅であること。
ア　一戸建て住宅（併用住宅の場合は、住宅部分の延べ面積が建物全体の延べ面積の２分の１以上であるものに限る。）
イ　共同住宅（２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。）が存する建物をいい、人の居住の用に供する専有部分（同法第２条第３項に規定する専有部分をいう。）に限る。）
２　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は別表に定める改修工事に要する経費（当該改修工事に関して国、地方公共団体その他の団体から他の補助金（これに類すると市長が認めるものを含む。以下同じ。）の交付を受けている場合又は受ける場合にあっては、当該他の補助金の交付の対象となる経費を除く。）とし、補助対象経費の額は同表に定める改修工事の単位当たりの金額に単位数を乗じて得た額の合計額とする。
３　前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象としない。
(1)　補助対象経費が５０万円未満である場合
(2)　市内に住所を有する個人事業主又は市内に本店を有する法人が施工した改修工事ではない場合
(3)　補助金の交付決定の前に改修工事に着手した場合
(4)　補助対象者が市税を滞納している場合
(5)　改修工事を行う室（市長がこれに相当すると認めるものを含む。）に併せて増築工事を行う場合
４　補助額は、１０万円とする。
５　補助金の交付は、同一の住宅につき１回限りとする。
（平２７告示１２３・一部改正）
（申請の手続）
第３条　規則第５条の規定により、補助金の交付を受けようとする者は、大村市住宅性能向上リフォーム支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければならない。この場合において、その者が自らの市税の納付状況を確認されることについて同意しないときは、市税納税証明書を併せて提出しなければならない。
(1)　補助対象工事費確認シート（様式第２号）
(2)　改修工事を行う部分の現況の写真
(3)　住宅の所有者が確認できる書類
(4)　その他市長が必要と認める書類
（平２７告示１２３・一部改正）
（補助金の交付の条件）
第４条　規則第７条の規定により次に掲げる事項は、市長が補助金の交付を決定する場合に付する条件となるものとする。
(1)　補助事業者（補助事業（補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）を行う者をいう。以下同じ。）は、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなければならないこと。
ア　補助事業に要する経費の配分の変更をしようとする場合
イ　補助事業の内容の変更をしようとする場合
ウ　補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合
(2)　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならないこと。
（実績報告）
第５条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、大村市住宅性能向上リフォーム支援事業実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添え、当該補助事業の完了した日から２０日を経過した日又は当該補助事業の完了した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。
(1)　改修工事を行った部分の施工中及び完成後の写真
(2)　住宅の性能の向上の内容が確認できる納品書その他の書類の写し
(3)　その他市長が必要と認める書類
（平２７告示１２３・令２告示９４の３・一部改正）
（補助金の支払）
第６条　この補助金は、規則第１６条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。
２　補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、請求書に補助金の交付確定通知書の写しを添え、市長に提出しなければならない。
附　則
この告示は、公表の日から施行する。
附　則（平成２６年５月２０日告示第１５３号）
この告示は、公表の日から施行する。
附　則（平成２７年６月２９日告示第１２３号）
この告示は、公表の日から施行する。
附　則（令和２年５月１日告示第９４号の３）
この告示は、公表の日から施行する。
別表（第２条関係）
（平２７告示１２３・追加）
	改修工事（一体工事を含む。）
	単位
	単位当たりの金額

	階段を設置（既存の階段の撤去を伴うものに限る。）し、又は改良によりその勾配を緩和する工事
	箇所数
	６１４，６００円

	浴室を改良する工事
	入浴又はその介助を容易に行うために浴室の床面積を増加させる工事
	施工面積（平方メートル）
	４７２，３００円

	
	浴槽をまたぎの高さの低いものに取り替える工事
	箇所数
	４９５，４００円

	
	固定式の移乗台、踏み台その他の高齢者等の浴槽の出入りを容易にする設備を設置する工事
	箇所数
	２６，８００円

	
	高齢者等の身体の洗浄を容易にする水栓器具を設置し、又は同器具に取り替える工事
	箇所数
	５６，５００円

	
	バリアフリーに配慮したユニットバスに取り替える工事
	箇所数
	５１４，６００円

	便所を改良する工事
	排泄又はその介助を容易に行うために便所の床面積を増加させる工事
	施工面積（平方メートル）
	２７１，７００円

	
	便器を座便式のものに取り替える工事
	箇所数
	３４８，４００円

	
	座便式の便器の座高を高くする工事
	箇所数
	３０６，７００円

	出入口の戸を改良する工事
	開戸を引戸、折戸等に取り替える工事
	箇所数
	１４９，４００円

	
	戸に戸車その他の戸の開閉を容易にする器具を設置する工事（戸に開閉のための動力装置を設置するものを含む。以下「動力設置工事」という。）
	箇所数
	４４７，８００円

	
	戸に戸車その他の戸の開閉を容易にする器具を設置する工事（戸を吊戸方式に変更するものを含む。以下「吊戸工事」という。）
	箇所数
	１３６，１００円

	
	戸に戸車を設置する工事その他の動力設置工事及び吊戸工事以外のもの
	箇所数
	２６，７００円

	便所、浴室、脱衣室その他の居室及び玄関並びにこれらを結ぶ経路を改良する工事
	床の材料を滑りにくいものに取り替える工事
	施工面積（平方メートル）
	２０，５００円

	
	ドアノブ又は水栓器具をレバーハンドル等に取り替える工事又は取っ手等を取り付ける工事
	箇所数
	１４，０００円


様式第１号（第３条関係）
（平２７告示１２３・令２告示９４の３・一部改正）
様式第２号（第３条関係）
（平２７告示１２３・全改）
様式第３号（第５条関係）
（平２７告示１２３・旧様式第４号繰上・令２告示９４の３・一部改正）
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